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1. はじめに

昨年と今年に、責任無能力者の不法行為に関する監督義務者の責任をめぐる最高裁判決が続けて出された。どちらも、被告自身の目の届かないところで家族が起こした事故について、多大な責任を負うかどうかが問題となった事例であった。
今回の報告では、まず、不法行為法の概要や法律上の根拠を確認する。次に、監督者の責任をめぐる裁判例や学説の現状を見ていく。そして、実際に監督義務者の損害賠償責任が認定された場合に、加害者側と被害者側がとりうる手段をいくつか示し、それらの問題点を提示する。そのうえで、加害者側の負担と被害者救済との両立をどう図っていけばよいか、NLDとして一定の方向性を示したい。
2. 不法行為について
2. 不法行為法の意義
(1) 不法行為とは
1.「故意又は～利益を侵害」する行為（民法709条）
→不法行為が行われると、行為者はその行為によって生じた損害を賠償する。
→私法上、損害賠償債務が発生するための法律要件
2．不法・違法な行為に対する法的評価
→民事上の損害賠償→個人が受けた損害の賠償
→被害者自身が違法行為者に対して損害の填補を求めることを目的とするものに純化
3.不法行為の成立要件…過失責任主義
根拠：過失さえなければ、他人に損害を与えた場合でも損害賠償責任を負うことはない
→無過失責任の提唱
損害発生の原因を作出した者は、その過失か否かにかかわらず賠償責任を負うべきである。
無過失責任→危険責任主義・報償責任主義によって根拠づけられる
→多くの特別法で採用
(2) 不法行為法の権能
・損害填補的機能
被害者の被った損害を填補させる
刑事責任と民事責任の分化
→加害者に対する制裁・加害行為の抑止は刑事制裁に、被害者の損害賠償は民事的損害賠償に、という権能分担がされる。
・制裁的機能
不法行為法から制裁的機能が払拭されたことはなく、また、政策的見地から損害賠償に制裁の機能を期待することまでも否定することはできないとし、制裁的機能を再評価し、制裁の要素を加味すべきであるとする見解が少なくない。
・予防的権能
不法行為成立の場合→加害者に対し、将来他人の権利を侵害する行為を差し控えようとする心理的・経済的効果を与える
↓
不法行為の抑制として作用する
民事責任には予防的権能を期待できない
日本においては、不法行為による損害賠償は、現に被害者に生じた損害を填補することを目的としたもの(最判昭和42年11月10日)
→将来の加害行為の予防目的のため現実に被害者に生じた損害を超える賠償を命ずることは、不法行為による損害賠償制度の予定しない（東京高判昭和63年3月11日判時）

2.  民法上の根拠

(3) 不法行為による損害賠償（709条）


不法行為は一般の不法行為(民法709条)と、それに特別の要件の加わる特殊の不法行為(同法714～718条)に分けることができる。

民法709条の成立要件は、①自己の故意又は過失行為に基づくこと、②他人の権利又は利益を違法に侵害したこと、③責任能力があること、④行為によって損害が生じたことがあげられる。
(4) 責任無能力者の不法行為（714条）

責任を弁識するに足るべき能力（民法712条）

責任能力とは、違法性を認識して結果回避を決意する能力を指す。一般には、道徳上不正の行為であることを認識するだけでは足りず、なんらかの法的責任ある行為であることを知ることだと解されている。

民法714条は、「責任無能力者がその責任を負わない場合」において、「監督する法定の義務を負う者」および「監督者に代わって責任無能力者を監督する者」は、責任無能力者が第三者に加えた損害を賠償すべきである旨を定めている。

　「監督する法定の義務を負う者」とは、未成年者の親権者、未成年後見人、成年後見人、児童福祉の長などがあり、「監督者に代わって無能力者を監督する者」とは、法律の規定、監督義務者との契約、事務管理などによって責任無能力者の監督を引き受けた者である。
　監督義務について、責任無能力者が特定の加害行為をしないように監督する義務とする説と、日常生活における一般的監督を行う義務とする説があるが、後者が通説となっている。
(5) 海外の不法行為法
・懲罰的損害賠償制度
  イギリス・アメリカなどの英米法の国では、懲罰的損害賠償責任を認めている。この制度は、加害者の行為が強い非難に値すると認められる場合に、裁判所または陪審員の判断によって実際の損害の補填としての賠償に加えて上乗せして支払うことを命じられる賠償である。

・英米法の国意外の国の損害賠償
  フランスでは、例えば自動車事故の場合、16歳未満、70歳以上、関係なく事故によって80％以上の永久的身障者と判断された場合はどんな場合でも被害者は賠償をうけることが可能とされている。

・保険による補償
　台湾においても日本の自賠責保険に当たる強制保険部分については完全無過失責任が採用されている。これは被害者に過失がある場合でも強制保険部分については被害者に賠償がなされることとなる。その一方で、強制保険で補償されない部分については完全に過失責任となる。つまり台湾では強制保険と任意保険に異なる責任原則を採用しており、日本のように裁判が起これば責任原則が変わるという事はない。

→海外の賠償制度を見ると、加害者よりも被害者の保護を重視した国が多い。

3．監督者の責任についての判例

一般に、監督者の責任は認められやすい。

3.1栃木女性教師刺殺事件（宇都宮地裁平成16年9月15日）
1．事件概要
当時中学1年生のFは、体調不良と授業に出たくない気持ちから、トイレに行くなどした後遅れて授業に参加した。このことを中学校教諭のEから注意されたことと、友達から話しかけられた際、自分は私語をしていないのに、E教諭から名指しで強い口調で叱責されたことに怒りと苛立ちを募らせた。
授業終了後、FはE教諭に再度注意を受け厳しく叱責されたため、制服の上着の右ポケットから携帯していたナイフを取り出してE教諭に向けた。しかし、ナイフを突き付けているのに、E教諭がこれに怯えるそぶりを見せなかったため、手にしたナイフでE教諭を刺した。
E教諭は左胸や背中など7か所を刺され傷害を負い、直ちに黒磯市内の病院に搬送されたが、約1時間後、心臓刺切創による失血により死亡した。
2．本判決の争点
被告(両親)らは本件において不法行為責任を負うか。
3．裁判所の判断
・F＝本件事件当時、義務教育課程を終えていない中学1年生
→是非弁別能力等の責任能力は一応認められるにせよ、その程度は相当に低い

＝日常生活その他のあらゆる局面において親権者等の監督義務者の広い監督、支配に服すべきである

⇔　その反射的効果として、このような低い責任能力しか持たない年少少年の監督義務者の監督義務としては、広範かつ重大な責任が課せられて然るべきである。
・F​は正当な理由のない刃物等の所持が法律に違反することも知らない

→親権者らの日常の監護・教育の中で常識的に身につけるべき認識を欠いた状態にあり、被告らのFに対するしつけや指導には重大な過誤があったことが推認される
+ Fは中学校入学後、思春期特有の反抗行動といえる範囲を超えた明確な変化を示していたが、これに対し、被告らはある程度これに気付いていながら、特段の対処を講じていなかった
Fによる家庭から学校への本件ナイフの持ち込みは継続していたが、被告らがこれに気づくことはなかった
これらの諸事情を勘案すれば、被告らにおいて、Fに対する監督義務の懈怠があったことは否定できず、被告らの監督義務違反とE教諭の殺害との間の相当因果関係もまた優に首肯し得る。
→被告らは、
Ｆに対する監督義務違反により共同不法行為責任を負う

4．直近の裁判例

4.1　監督者の責任が否定された事例
(6) サッカーボール判決

事実概要
・H16.2.25　校庭でBが友人らとフリーキックの練習をしていた
　　　　　　Bがボールを蹴る→校庭から南門を超えて橋を転がり、道路に出た
　　　　　　自動二輪で本件道路を西方向に進行してきたAがボールをよけ転倒
　　　　　　→左脛骨、左腓骨骨折(以上、本件事故)で入院

・H17.7.10　本件事故により複数の病院に入院したが、誤嚥性肺炎によりA死亡
　
Aの遺族である原告Xらは、本件事故による入院の長期化によって、Aの認知症の発症や増悪、脳機能の全般的な低下、さらにはもともと高齢であったAが所有していた脳機能の低下や既往症の脳病変が併発して死亡結果が発生したとして、BとBの父母である被告Yらに対して損害賠償金の支払いを求めた。
最高裁の判断

・責任能力のない未成年の親権者＝直接的な監視下にない子の行動について、人身に危険が及ばないように注意して行動するよう指導監督する義務あり
⇔　指導監督はある程度一般的なものにならざるを得ない
→人身に危険が及ぶとは見られない行為によってたまたま人身に損害を生じさせた場合、当該行為が具体的に予見可能であるなど特段の事情が認められない限り、子に対する監督義務を尽くしていなかったとは言えない
　↓　当てはめると

・Bの行為＝通常は人身に危険が及ぶような行為ではない
＋　Bの行為を具体的に予見できた等の特段の事情があったことは窺われない

→Yらに監督義務の懈怠があったとは認められない。

(7) 認知症患者事故判決（最判平成28年3月1日判タ1425号126頁）

事実概要

認知症を患っていたAが駅構内の線路に侵入し、鉄道事業者であるXの運行する列車に衝突して死亡した。Ｘはこの事故により損害を被ったと主張し、Aの妻であるY₁と、長男のＹ₂に対し民法709条又は714条に基づく損害賠償金の連帯支払いを求めた。
※Ａの徘徊を防ぐために、Ｙらは警報装置を取り付けていたが事故当時は、装置の電源を切っていた。Ｙ₁が、うとうとしている間にＡは自宅を出た。
争点

Ｙらが民法714条の「監督義務者」又はこれに準ずべきものにあたるか否か

判旨

・精神障害者と同居する配偶者であるからといって、「監督義務者」に該当すると

　することはできない

・「監督義務者」に該当しないものであっても、特段の事情が認められる場合には、

監督義務者に準ずるものとして、民法714条1項が類推適用される

・要介護Ⅰの認定を受けていた等の事情を考慮するとＹ₁は「監督義務者に準ずべきもの」には該当しない
・Ａと20年以上も同居していなかった等の事情を考慮すると、Ｙ₂は「監督義務者に準ずべきもの」には該当しない
4.2　監督者の責任が広く認められた事例

(8) 神戸自転車少年判決（神戸地判H25.7.4判時2197号84頁）
事件概要

　平成20年9月22日、神戸市の道路を歩いていた67歳の女性Xが、当時11歳の少年Fが運転する自転車に衝突され、脳挫傷などの傷害を負い、意識不明の重体の状態が続いている。そこでXの夫Aと、原告に保険金を支払った保険会社はそれぞれ、Fの親権者であるYに対して民法714条に基づく損害賠償と、求償金を請求した。

争点

YはFに自転車の走行方法などについて、監督義務を果たしたといえるかどうか

＝Yは監督義務を負うか

判旨

　Yは、監督義務を果たしたと主張していたが、Fは事故当時ヘルメットを着用していなかったことなどに照らすと、Yが十分な監督義務を果たしていなかったとは言えない。X

にも前方の確認が不十分であったものの、Fの運転する自転車等との速度差、Cの加害行為等にも鑑みると、Xに過失相殺の対象としなければいけないほどの過失があったとは認め難い。

そして、Fは事故当時11歳の小学生であったから、いまだ責任能力がなかったとはいえ、本件事故によるXに生じた損害は、Fの唯一の親権者で、Fと同居してその監護に当たり監督義務を負ったYが民法714条1項により賠償責任を負う。

5.加害者側のとりうる方策

5.1自己破産
(9) 概要
・自己破産＝借金の支払い不能に陥ってしまった人が生活を立て直すことができるように設けられている制度。
申し立てた人の収入や借金の金額を考慮して、裁判所が負債の弁済が不能であると判断した場合に返済が免除される。
　
⇔　自己破産しても、全ての債務が無くなるわけではない
①租税等の請求権や罰金
②破産者が悪意で加えた不法行為に基づく損害賠償請求権
③破産者が故意または重過失により加えた人の生命または身体を害する不法行為に基づく損害賠償請求権
④破産者が扶養義務者として負担すべき費用に関する請求権
・破産手続きの2類型
⑴　同時廃止
＝換価する財産がほとんどない場合、また、免責不許可事由が無い場合に取られる手段。個人が破産するときは同時廃止事件がほとんどのケースを占める。
同時廃止の形式をとると、破産開始手続きの開始決定と同時に破産手続きを終結させ、免責許可の審査において免責が許可されると債務が免除される。
⑵　管財
＝債権者に配当する財産がある場合、また、免責不許可事由がある場合に取られる手段。管財事件の場合は、自己破産の手続き開始から免責決定までの間は破産者となる。
管財事件の形式をとると、申立人の財産を管理・処分する破産管財人が選任され、手続きは複雑になり、裁判所に納める予納金も多額になる。
(10) 自己破産のメリット・デメリット
⑴　メリット

①借金の免除
②誰でも手続可能
③貸金業者からの取り立てが止まる
④強制執行をされる可能性が無くなる
⑵　デメリット
①信用情報（ブラックリスト）に載る
②財産処分の場合あり
③職業制限あり
④借金が免除されない場合がある
⑤官報に記載される
⑥保証人等に債務の請求をされる可能性あり
(11) 自己破産手続きの流れ　
①　弁護士事務所などで受任、受任通知の発送

　　　　↓
②　利息制限法の法定金利への引き直し計算
　　　　↓

③　申立書類の準備
　　　　↓
④　申立・即日面接　＝裁判所で受付を済ませ、その場で裁判官と面接を行う
　　　　↓
⑤　破産手続開始決定　＝この際、免責審尋期日や破産管財人が決定
　　　　↓
⑥　免責審尋、管財人面接

　　　　↓
⑦　債権者集会(管財)　＝管財人が財産・収支の報告と免責についての意見申述を行う
　　　　↓

⑧　免責許可決定　＝同時廃止の場合は免責審尋の約1週間後、管財の場合は債権者集会の約1週間後、裁判所から免責許可決定が送付される
　　　　↓
⑨　免責許可決定確定　＝免責許可決定後1か月を経過することにより、免責許可決定が法的に確定する
免責不許可事由
裁判所が自己破産の申立人の免責を認めない事由。免責が認められない場合は債務を弁済する義務を負う。

しかし、免責不許可事由がある場合でも、諸々の事情を考慮して免責を認めることが相当とされる場合には免責が許可されることもある。(＝裁量免責)
◇まとめると…
　・加害者が損害賠償を支払えなくなってしまったために、自己破産をする場合
　加害者か被害者のどちらかが必ず不利益を被る結果となる。
①免責許可の場合
　・被害者＝損害を受けたにもかかわらず、損害賠償を受け取れない　
　・加害者＝損害賠償の支払い義務はない　
→加害者にとって有利な結果となる

②免責不許可の場合

　・被害者＝損害賠償を受け取れる

　・加害者＝自己破産を申し立てたにも関わらず、結果的には損害賠償の支払い義務が発生する
→被害者にとって有利な結果となる
5.2保険

(12) )分類

公的保険…社会保険などの国が政策の一環として実施する保険

私的保険…民間の営利事業者などにより運営される保険

　人保険…人体に生じる事故を保険事故とする保険

　物保険…具体的な物に生じる事故を保険事故とする保険

　財産保険…財産全体について生じる事故を保険事故とする保険

　　費用・利益保険

　　責任保険

☆物保険、財産保険は保険商品においては、組み合わされていることが多い。

☆商法において保険契約の分類として採用している分類↓
　生命保険…人の生死に関し、一定額を支払う保険

　損害保険…偶然な一定の事故によって生ずる損害を填補する保険

(傷害保険・疾病保険・介護保険…両者の中間的な位置づけの保険。人についての生死以外の事故を主な保険事故として一定額を支払う保険。)

☆ある同一の危険にさらされた多数の経済集団が一つ集団を構成し、各自が拠出した保険料によって構成員の一部が被った損害を填補する危険分担の制度が保険である。
(13) 責任保険
個人賠償責任保険

他人の物を壊したり、他人にけがをさせた場合などにおいて、法律上の損害賠償責任を負担する場合に保険金が支払われる。自動車保険や火災保険、傷害保険の特約として契約することが出来る。

(例)　個人賠償責任補償特約、人身傷害賠償保険、自転車傷害特約

(14) 保険のメリット
・利用者が保険料をあらかじめ支払い、あらかじめ約束した保険事故が発生した場合、保険者が約束した保険金を支払うことで経済的保証が達成される。

→万が一に備えられる
　　　　　　　　　
　　　　　　　　　→価額　1000万円　→　焼失　→再築するには、少なくとも1000万円が必要！
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　個人で積み立てて、対処することは、ほぼ不可能である。
　　Ａ地域　→　火災の発生率1000分の2　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年間2万円の負担で　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　対処可能！
(15) デメリット

・「交渉サービスの闇」の側面があること
保険会社は、加入者から支払われている保険料を資本に、運営がなされている。そのため、いざ加入者が事故を起こしたりすると、会社の利益を重視するあまり、支払われる予定だった金額よりも低額に保険料が抑えられてしまうことがある。

・種類によっては加入者が少ない
自転車には、自動車のような強制加入の保険制度がない。一部の府県では任意保険への加入を義務付ける条例を制定しているが、罰則規定はないため拘束力に欠ける。
・加害者の心神喪失に起因する損害賠償責任については保険金が支払われない場合がある
　
6.基金による賠償額の補完
(16) 基金とは


特定の目的のために準備された元手となる資金のこと。その目的は、以下の類型に分けられる。

・学術や慈善事業等の公益を目的としたもの。（一般社団法人）

・企業の経営資金を補う目的のもの。（経営安定基金）

・投資による利潤の追求を主目的としたもの。（投資事業組合）

・普通地方公共団体が、条例の定めるところにより、特定の目的のために、または、定額の資金を運用するために設けるもの。

運営主体はさまざま。
(17) 交通遺児等育成基金(公益財団法人交通遺児等育成基金)

　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　拠出金の払込→　　　　　　　　←補助金・援助金

　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　←給付金の支給　　　　　　　　←安全確実な運用→

交通遺児育成基金制度は、自動車事故で死亡した者の子が、損害保険会社などから支払われる損害賠償金等の中から、拠出金を交通遺児等育成基金に払い込んで基金に加入する。基金は拠出金に援助金を加え公社債等で安全・確実に運用し、これに毎年の国の補助金や民間からの負担金等を加えて、子が満19歳に達するまで育成給付金を支給していく制度である。交通遺児の健全育成ために官民挙げて支援する制度であり、給付総額等の面で相当有利な条件になっている。
昭和55年10月からこれまで、3500名以上もの交通遺児が加入し、育成給付を受けてきた実績のある制度である。

 

・加入資格
自動車事故で死亡した者の子で、満１６歳未満の方であれば誰でも加入できる。

 

・拠出金
損害賠償金などの中から、遺児１人あたり、加入年齢に応じて次の金額を、基金に払い込む。

 

	0～4歳
	5歳
	6歳
	7～8歳
	9歳
	10歳
	11歳
	12歳～
12歳6ヶ月未満

	700万円
	665万円
	630万円
	595万円
	560万円
	525万円
	485万円
	455万円


	12歳6ヵ月～
13歳未満
	13歳～
13歳6ヵ月未満
	13歳6ヵ月～
14歳未満
	14歳～
14歳6ヵ月未満
	14歳6ヵ月～
15歳未満
	15歳～
15歳6ヵ月未満
	15歳6ヵ月～
16歳未満

	430万円
	400万円
	370万円
	340万円
	310万円
	280万円
	240万円


　以上の金額は平成２２年４月１日に改正された最新のもの。
 

×拠出金を振り込まなければ、給付金を受け取れない。

(18) 石綿健康被害救済基金　（独立行政法人　環境再生保全機構）

国（交付金）

地方公共団体（拠出金）

事業主　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　基　　　　　　　　被害者
　一般拠出金　　　　　　→　都道府県　　　→　　　金　　　　　　　遺族
（労災保険適用事業者）　　　　労働局
　特別拠出金

（特別事業主）

☆給付を受けられるのは、中皮腫、肺がん、著しい呼吸機能障害を伴う石綿肺、著しい呼吸機能障害を伴う性胸膜肥厚の4つの指定疾病の診断をされた者、または、これらの病気により死亡した者の遺族が申請、請求を行うことが出来る。

×曝露形態の違いで、労災認定をうけられるかどうか、指定圏内かどうかで、見舞金が支給されるかどうか、不公平が生じる。

○民事責任から離れて健康被害者を隙間なく救済する制度である。（因果関係を特定する必要がない。）

7．私見

ここまで、責任無能力者の不法行為についての監督者責任をめぐる裁判例を見て、加害者側が賠償責任を負う場合が多いことが分かった。被害者・遺族にとっては、自らが負った損害を加害者側に負担させたいと考えるのは当然であろう。そして、冒頭で触れたように、不法行為法の権能として損害填補的機能が備わっていることに鑑みても、被害者の救済を重視すべきであると考える。
　

人の身体や生命にかかわる不法行為については、その賠償額は多額なものとなり得る。その場合、賠償金を支払うだけの十分な資力が加害者側にないことも考えられる。そこで、加害者側がとり得る方策として自己破産と保険を取り上げ、その概要や問題点について述べた。
自己破産については、被害者救済につながらないばかりでなく、加害者にとっても数々の不利益があることから、被害者・加害者双方にとってあまり有効な方策とは言えない。
保険については、被害者救済につながり、加害者が一度に多額の支出をする必要がないことから有効な手段といえる。しかしこの保険についても、いくつかの問題点があることが分かった。特に、高齢化や認知症患者の増加が進んでいる現状に照らせば、認知症が原因で起こしてしまった損害について保障の対象とする保険の必要性は高まっているといえる。加害者・被害者双方にとって有効な保険制度の在り方が問われている。
そして、被害者自身がとり得る方策として、基金の利用を挙げた。被害者救済制度の充実を図ることは、間接的に加害者の負担減少に繋がると考えられる。加害者が加入する保険によって加害者側の負担を軽減し、基金によって不足分を補完するというように、保険と基金を併用することで、加害者の過大な負担を避け、同時に被害者の救済を図ることができるのではないだろうか。
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9．参照条文
(破産法)

252条 　裁判所は、破産者について、次の各号に掲げる事由のいずれにも該当しない場合には、免責許可の決定をする。 

一 　債権者を害する目的で、破産財団に属し、又は属すべき財産の隠匿、損壊、債権者に不利益な処分その他の破産財団の価値を不当に減少させる行為をしたこと。 

二 　破産手続の開始を遅延させる目的で、著しく不利益な条件で債務を負担し、又は信用取引により商品を買い入れてこれを著しく不利益な条件で処分したこと。 

三 　特定の債権者に対する債務について、当該債権者に特別の利益を与える目的又は他の債権者を害する目的で、担保の供与又は債務の消滅に関する行為であって、債務者の義務に属せず、又はその方法若しくは時期が債務者の義務に属しないものをしたこと。 

四 　浪費又は賭博その他の射幸行為をしたことによって著しく財産を減少させ、又は過大な債務を負担したこと。 

五 　破産手続開始の申立てがあった日の一年前の日から破産手続開始の決定があった日までの間に、破産手続開始の原因となる事実があることを知りながら、当該事実がないと信じさせるため、詐術を用いて信用取引により財産を取得したこと。 

六 　業務及び財産の状況に関する帳簿、書類その他の物件を隠滅し、偽造し、又は変造したこと。 

七 　虚偽の債権者名簿（第二百四十八条第五項の規定により債権者名簿とみなされる債権者一覧表を含む。次条第一項第六号において同じ。）を提出したこと。 

八 　破産手続において裁判所が行う調査において、説明を拒み、又は虚偽の説明をしたこと。 

九 　不正の手段により、破産管財人、保全管理人、破産管財人代理又は保全管理人代理の職務を妨害したこと。 

２ 　前項の規定にかかわらず、同項各号に掲げる事由のいずれかに該当する場合であっても、裁判所は、破産手続開始の決定に至った経緯その他一切の事情を考慮して免責を許可することが相当であると認めるときは、免責許可の決定をすることができる。 

253条　免責許可の決定が確定したときは、破産者は、破産手続による配当を除き、破産債権について、その責任を免れる。ただし、次に掲げる請求権については、この限りでない。 

二 　破産者が悪意で加えた不法行為に基づく損害賠償請求権 

三 　破産者が故意又は重大な過失により加えた人の生命又は身体を害する不法行為に基づく損害賠償請求権

六 　破産者が知りながら債権者名簿に記載しなかった請求権（当該破産者について破産手続開始の決定があったことを知っていた者の有する請求権を除く。） 

七 　罰金等の請求権 




×1000（価額　1000万円）
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